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西武鉄道所沢車輛工場跡地を含む当地区は、市の表玄関にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤の整備並びに良好な住環境への改善を図る。
そのためには、地元住民や権利者をはじめとした地域の意向を把握しつつ、区域の決定や事業計画の決定などを行い、市街地開発事業の早期実現を目指す。

事業開始後の環境変化（人口や需要量見込み等の社会経済情勢の変化、自然環境の変化等）とそれに対する対応

市施行の土地区画整理事業による事業計画案を作成したが、地区全体の合意が難しい状況であった。
現在、元町北地区の再開発事業の完了及び西武鉄道株式会社による所沢駅舎の改良工事の完了、所沢村山線の一部開通（平成22年度）、東日本大震災による
安心・安全な街づくりの必要性など、地区を取り巻く環境に変化が生じたこと等により、権利者や地元住民の街づくりへの機運が高まっている。

平成25年度の事業内容 及び 平成26年度以降に予定している事業内容の概要
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平成１２年６月に西武鉄道所沢車輌工場が閉鎖され、所沢駅西口至近に大規模な未利用地が発生した。
この地区は、本市の将来の発展にとって重要な場所であることから、同跡地を含む所沢駅西口地区において、市の表玄関にふさわしい計画的
な土地利用を目指した街づくりに取り組む必要性が生じた。

市街地開発事業等を推進します節
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の内訳となっています。
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これまで権利者等に対する説明会や勉強会を重ねてきたことにより、合意形成が図られつつあることから、事業の
早期着手に向けた準備を整える必要性が高まってきた。
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権利者等の理解が深まり、事業区域の決定がある程度見込める状況であることから、早期事業化に向けた詳細な設計等が必要である。
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最終的には、権利者等の理解を得ながら市街地開発事業を完了させることが目標であるが、事業着手までは権利者等の合意形成などによ
る様々な手続きがあることから、当面は事業化を将来目標とし、各年度の進捗状況を成果指標とした。
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平成24年度に引き続き、学識経験者や関係権利者等による「街づくり協議会」を
進め、平成25年度には、所沢車輌工場跡地の土地利用について、一定の方向
性をまとめる。
権利者等の意向を踏まえ、平成25年度に土地区画整理事業区域の都市計画
決定を行う。56,912
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